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1. 2023年3月期の連結業績（2022年4月1日～2023年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期 61,476 2.7 1,701 △41.0 1,864 △40.1 967 △58.5

2022年3月期 59,861 9.8 2,885 △18.3 3,114 △14.2 2,330 △11.9

（注）包括利益 2023年3月期　　825百万円 （△65.3％） 2022年3月期　　2,380百万円 （△38.6％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年3月期 15.67 ― 2.0 3.2 2.8

2022年3月期 37.72 ― 4.9 5.4 4.8

（参考） 持分法投資損益 2023年3月期 ―百万円 2022年3月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年3月期 58,457 47,882 81.9 775.04

2022年3月期 58,654 48,169 82.1 779.68

（参考） 自己資本 2023年3月期 47,882百万円 2022年3月期 48,169百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2023年3月期 1,877 △855 △1,112 1,246

2022年3月期 △3,061 4,178 △1,112 1,389

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年3月期 ― 9.00 ― 9.00 18.00 1,112 47.7 2.3

2023年3月期 ― 9.00 ― 0.00 9.00 556 57.4 1.2

2024年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

2023年３月期の配当につきましては、2022年12月21日に公表いたしました「2023年３月期配当予想の修正（無配）に関するお知らせ」をご覧ください。

3. 2024年 3月期の連結業績予想（2023年 4月 1日～2024年 3月31日）

　2022年12月21日付けで公表した「ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社の完全子会社 （ＪＸ金属株式会社）による当社株式に対する公開買付けの開始予

定に関する意見表明 のお知らせ」でお知らせしましたとおり、当社株式は上場廃止となる予定であるため、2024年3月期の連結業績予想は記載しておりま

せん。



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年3月期 70,156,394 株 2022年3月期 70,156,394 株

② 期末自己株式数 2023年3月期 8,376,022 株 2022年3月期 8,375,147 株

③ 期中平均株式数 2023年3月期 61,781,050 株 2022年3月期 61,781,630 株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・2022年12月21日付けで公表した「ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社の完全子会社 （ＪＸ金属株式会社）による当社株式に対する公開買付けの開始予

定に関する意見表明 のお知らせ」でお知らせしましたとおり、当社株式は上場廃止となる予定であるため、2024年3月期の連結業績予想は記載しておりま

せん。

・決算補足説明資料は、TDnetで同日開示するとともに、当社ホームページにも掲載しております。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

①当期の経営成績

　当期における日本経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制限が緩和され、企業収益、設備投

資、生産、個人消費等の各面で緩やかな持ち直しの動きが見られました。世界経済も一部の地域におい

て足踏みがみられるものの、同感染症の影響が緩和される中で緩やかな持ち直しが続くことが期待され

ている状況にあります。しかしながら、世界的な金融引き締めが進む中での金融資本市場の変動や物価

上昇、高水準で推移する資源価格や原材料価格、ロシア・ウクライナ情勢の長期化や中国での経済活動

抑制の影響が残る中で、下振れリスクが高まっております。

　当社製品の主要原料である銅の国内建値は、当期の銅国内建値平均価格は前期を上回る水準となりま

した。

　この間において、インフラ電線の需要は前期を下回る水準で推移する一方で、産業機器電線分野では

一部向け先での需要回復が続きました。機能性フィルムの主要用途であるスマートフォンの販売量は世

界的な物価上昇、中国の景況悪化・ロックダウン影響等により低迷し、素材需要は、製品販売の低迷に

加え半導体その他の部材不足、ユーザーの在庫調整等による影響がありました。

　こうした環境のもと、当期の売上高は61,476百万円（前期比2.7％増）、営業利益は1,701百万円（前

期比41.0％減）、経常利益は1,864百万円（前期比40.1％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は967

百万円（前期比58.5％減）となりました。

　なお、当社は、当期末現在、株式会社東京証券取引所に上場しております。2022年12月21日付けで公

表した「ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社の完全子会社（ＪＸ金属株式会社）による当社株式に対

する公開買付けの開始予定に関する意見表明のお知らせ」でお知らせしましたとおり、各国競争法上の

クリアランスの見込みが立ち次第ＪＸ金属株式会社は当社株式に対する公開買付けを開始する予定で

す。スケジュールの詳細については決定次第速やかにお知らせします。本公開買付及びその後の一連の

取引により当社は公開買付者の完全子会社となり、上場廃止となる予定です。

　今後、両社の経営資源の効率的活用、電子材料分野における事業競争力の更なる強化、電線・ケーブ

ル分野の事業基盤の強化等の事業シナジーを具現化し、企業価値向上に努めてまいります。

　セグメントごとの業績の概況は次のとおりです。

＜電線・ケーブル事業セグメント＞

　インフラ電線は銅価格高止まりによる買い控えの継続および原材料価格高騰による販売価格見直しに

伴う競争激化により前期の販売量を下回り（前期比9.2％減）ました。一方で銅価格が上昇したこと、

また産業機器電線では一部向け先での需要回復が続いたこと等により、売上高は43,975百万円（前期比

8.8％増）となりました。営業利益はインフラ電線の減販、原材料・エネルギー価格の上昇によるコス

ト増および銅価変動影響等はありましたものの、産業機器電線の増販、販売価格見直しの浸透、コスト

削減等により利益確保に努めた結果、768百万円（前期比2.3％増）となりました。
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＜電子材料事業セグメント＞

　当社主力製品である機能性フィルムの需要は、主要用途であるスマートフォンの販売低迷および中国

ロックダウン・半導体等の部材不足・ユーザーの在庫調整等により減少（前期比13.5％減）し、売上高

は15,064百万円（前期比12.7％減）となりました。営業利益は、コスト・ロス削減等に努めましたもの

の、販売量の減少に加え原材料・エネルギー価格の上昇等によるコスト増もあり、1,463百万円（前期

比45.9％減）となりました。

＜その他事業セグメント＞

　センサー、医療機器部材、環境分析の各事業は、需要回復が継続し、売上高は2,463百万円（前期比

9.8％増）、営業利益は161百万円（前期比15.6％増）となりました。

②次期業績の見通し

　2022年12月21日付けで公表した「ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社の完全子会社（ＪＸ金属株式

会社）による当社株式に対する公開買付けの開始予定に関する意見表明のお知らせ」でお知らせしまし

たとおり、当社株式は上場廃止となる予定であるため、2024年３月期の連結業績予想は記載しておりま

せん。

（２）当期の財政状態の概況

　当期末における総資産は、前期末に比べ196百万円減少し、58,457百万円となりました。これは、受

取手形及び売掛金が増加したものの、短期貸付金が減少したこと等によるものです。

　負債の部は、前期末に比べ91百万円増加し、10,575百万円となりました。これは、未払金が増加した

こと等によるものです。

　純資産の部は、前期末に比べ287百万円減少し、47,882百万円となりました。これは、親会社株主に

帰属する当期純利益の計上があったものの、配当金の支払いにより利益剰余金が減少したこと等による

ものです。

　以上の結果、自己資本比率は前期末に比べ0.2ポイント下落し、81.9%となっております。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,246百万円となり、前期末に比

べ142百万円の減少となりました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費1,993百万円、税金等調整前当期純利益1,331百万

円等の資金増加要因から、売上債権の増加1,533百万円、法人税等の支払額819百万円等の資金減少要因

を差し引いた結果、1,877百万円の収入となり、前期に比べ4,938百万円の収入増加となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得による支出1,707百万円等の資金減

少要因から、短期貸付金減少1,074百万円等の資金増加要因を差し引いた結果、855百万円の支出とな

り、前期に比べ5,033百万円の支出増加となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金の支払額1,112百万円により、1,112百万円の支出

となり、前期に比べ0百万円の支出増加となりました。
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（４）利益配分に関する基本方針

　当社は、配当等については、配当性向30％を目安としつつ、安定的な配当を継続することを基本と

し、各期の剰余金の配当等の決定は、業績の動向、設備投資の見通し等を総合的に勘案したうえで決定

することとしてまいりました。

　しかしながら、当社は、2022年12月21日付けで公表した「ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社の完

全子会社（ＪＸ金属株式会社）による当社株式に対する公開買付けの開始予定に関する意見表明のお知

らせ」でお知らせしましたとおり、当社株式は上場廃止となる予定です。本公開買付けにおける買付け

等の価格は、2023年３月31日を基準日とした期末配当が行われないことを前提として総合的に判断・決

定されていることから、2022年12月21日開催の取締役会において、2023年３月31日を基準日とする期末

配当を行わないことを決議しております。

　そのため、当期の配当については、1株当たり９円（中間配当）となります。
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２．企業集団の状況

　当社グループは、当社、連結子会社６社で構成され、電線・ケーブル事業、電子材料事業のほか、セ

ンサー＆メディカル事業、環境分析事業等を行っております。

　当社グループが営む主な事業の内容と子会社の当該事業における位置付けは次のとおりであります。

報告セグメント 主な事業内容 主要な会社

電線・ケーブル
事業

インフラ電線事業

　 建設・発電所・配電用等インフラ向け電線の製造・販売
当社

産業機器電線事業

　 産業用機械向け、ＦＡ向け電線の製造・販売

当社、中国電線工業㈱、タツタ立井電線㈱、

常州拓自達恰依納電線有限公司

電子材料事業

機能性フィルム事業

　 電子機器向け電磁波シールドフィルム等の製造・販売
当社

機能性ペースト事業

　 電子機器向け導電性ペースト等の製造・販売
当社

ファインワイヤ事業

　 電子部品配線用の極細電線の製造・販売

当社、TATSUTA ELECTRONIC MATERIALS

MALAYSIA SDN.BHD.

その他事業

センサー＆メディカル事業

（センサー事業）

　 漏水検知システム、侵入監視システム、入退出管理システム等の

　 機器システム製品および可視光合波デバイス、光ファイバカプラ

　 等のフォトエレクトロニクス製品の製造・販売

（医療機器部材事業）

　 医療用のセンサー、チューブ、電線等の医療用機器・部品・素材

　 の製造・販売

当社

環境分析事業

　 水質・大気・騒音・振動・臭気の測定分析、有害物質・土壌汚

　 染・アスベストの調査分析

㈱タツタ環境分析センター

事業の系統図は次のとおりであります。
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性などを考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸表を

作成する方針であります。

　なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、内部環境、外部環境を考慮し、適宜適切な対応を検討してま

いります。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,389 1,246

受取手形及び売掛金 19,419 20,973

製品 3,957 3,852

仕掛品 6,127 6,653

原材料及び貯蔵品 1,869 1,822

短期貸付金 5,686 4,611

その他 1,235 613

貸倒引当金 △13 △12

流動資産合計 39,671 39,761

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 20,358 20,653

減価償却累計額 △12,053 △12,144

建物及び構築物（純額） 8,305 8,508

機械装置及び運搬具 23,722 24,477

減価償却累計額 △20,463 △21,444

機械装置及び運搬具（純額） 3,259 3,032

工具、器具及び備品 3,300 3,379

減価償却累計額 △2,883 △3,008

工具、器具及び備品（純額） 417 371

土地 3,721 3,721

建設仮勘定 522 295

有形固定資産合計 16,225 15,929

無形固定資産

ソフトウエア 146 136

ソフトウエア仮勘定 9 15

施設利用権 5 4

その他 4 1

無形固定資産合計 165 157

投資その他の資産

投資有価証券 1,082 1,067

長期前払費用 2 0

繰延税金資産 1,030 1,190

その他 659 521

貸倒引当金 △181 △169

投資その他の資産合計 2,591 2,609

固定資産合計 18,982 18,696

資産合計 58,654 58,457
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,883 4,279

未払金 815 1,243

未払費用 1,518 1,381

未払法人税等 456 87

その他 1,446 939

流動負債合計 8,121 7,931

固定負債

長期借入金 900 900

退職給付に係る負債 1,302 1,572

資産除去債務 68 42

繰延税金負債 1 1

その他 91 127

固定負債合計 2,363 2,644

負債合計 10,484 10,575

純資産の部

株主資本

資本金 6,676 6,676

資本剰余金 4,516 4,516

利益剰余金 38,936 38,792

自己株式 △2,458 △2,459

株主資本合計 47,670 47,525

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 216 249

繰延ヘッジ損益 232 131

為替換算調整勘定 △63 △55

退職給付に係る調整累計額 113 31

その他の包括利益累計額合計 499 356

純資産合計 48,169 47,882

負債純資産合計 58,654 58,457
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

売上高 59,861 61,476

売上原価 47,475 50,197

売上総利益 12,386 11,279

販売費及び一般管理費 9,501 9,577

営業利益 2,885 1,701

営業外収益

受取利息 17 12

受取配当金 20 22

為替差益 112 90

補助金収入 31 6

その他 60 50

営業外収益合計 243 183

営業外費用

支払利息 6 8

災害損失 - 5

その他 7 6

営業外費用合計 13 20

経常利益 3,114 1,864

特別利益

移転補償金 - 101

投資有価証券売却益 - 6

固定資産売却益 244 0

特別利益合計 244 108

特別損失

投資有価証券評価損 - 406

固定資産売却損 4 0

固定資産廃棄損 165 44

公開買付関連費用 - 189

特別損失合計 169 641

税金等調整前当期純利益 3,189 1,331

法人税、住民税及び事業税 927 456

法人税等調整額 △68 △92

法人税等合計 858 363

当期純利益 2,330 967

親会社株主に帰属する当期純利益 2,330 967
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当期純利益 2,330 967

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 4 32

繰延ヘッジ損益 △182 △101

為替換算調整勘定 △0 7

退職給付に係る調整額 228 △82

その他の包括利益合計 50 △142

包括利益 2,380 825

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,380 825
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2021年４月1日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,676 4,516 37,717 △2,458 46,452

当期変動額

剰余金の配当 △1,112 △1,112

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,330 2,330

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 1,218 △0 1,218

当期末残高 6,676 4,516 38,936 △2,458 47,670

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券評

価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る調

整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 212 414 △62 △114 449 46,901

当期変動額

剰余金の配当 △1,112

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,330

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

4 △182 △0 228 50 50

当期変動額合計 4 △182 △0 228 50 1,268

当期末残高 216 232 △63 113 499 48,169
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　当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,676 4,516 38,936 △2,458 47,670

当期変動額

剰余金の配当 △1,112 △1,112

親会社株主に帰属す

る当期純利益
967 967

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― △144 △0 △144

当期末残高 6,676 4,516 38,792 △2,459 47,525

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券評

価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る調

整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 216 232 △63 113 499 48,169

当期変動額

剰余金の配当 △1,112

親会社株主に帰属す

る当期純利益
967

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

32 △101 7 △82 △142 △142

当期変動額合計 32 △101 7 △82 △142 △287

当期末残高 249 131 △55 31 356 47,882
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,189 1,331

減価償却費 1,980 1,993

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 307 167

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △10 △14

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11 △12

受取利息及び受取配当金 △38 △35

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） - 399

補助金収入 △31 △6

受取保険金 △12 △15

移転補償金 - △101

支払利息 6 8

固定資産売却損益（△は益） △240 △0

固定資産廃棄損 170 43

売上債権の増減額（△は増加） △4,920 △1,533

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,889 △361

その他の資産の増減額（△は増加） △38 311

仕入債務の増減額（△は減少） 165 377

未払金の増減額（△は減少） △57 136

未払費用の増減額（△は減少） 48 △138

未払消費税等の増減額（△は減少） △17 324

その他の負債の増減額（△は減少） 276 △325

小計 △2,123 2,548

利息及び配当金の受取額 27 25

利息の支払額 △6 △8

移転補償金の受取額 - 109

法人税等の支払額 △1,003 △819

補助金の受取額 31 6

保険金の受取額 12 15

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,061 1,877
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △151 △52

投資有価証券の売却による収入 - 17

有形固定資産の取得による支出 △2,673 △1,707

有形固定資産の売却による収入 346 1

無形固定資産の取得による支出 △62 △49

短期貸付金の純増減額（△は増加） 6,893 1,074

その他 △173 △138

投資活動によるキャッシュ・フロー 4,178 △855

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,112 △1,112

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,112 △1,112

現金及び現金同等物に係る換算差額 △60 △51

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △55 △142

現金及び現金同等物の期首残高 1,444 1,389

現金及び現金同等物の期末残高 1,389 1,246
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

　 (1)連結子会社の数 6社

　 中国電線工業株式会社

　 タツタ立井電線株式会社

　 株式会社タツタ環境分析センター

　 タツタ ウェルフェアサービス株式会社

　 常州拓自達恰依納電線有限公司

　 TATSUTA ELECTRONIC MATERIALS MALAYSIA SDN.BHD.

　 (2)非連結子会社の数 2社

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社Tatsuta USA, Inc.及び上海拓自達商貿有限公司は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当

期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社の数 2社

(持分法を適用しない理由)

持分法を適用していない非連結子会社Tatsuta USA, Inc.及び上海拓自達商貿有限公司は、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、常州拓自達恰依納電線有限公司及びTATSUTA ELECTRONIC MATERIALS MALAYSIA SDN.BHD.の決算

日は、12月31日であり、連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４ 会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

　 その他有価証券

　 市場価格のない株式等以外のもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。)

　 市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

　 ② デリバティブ

　 時価法

　 ③ 棚卸資産

主として月別総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
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　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、当社及び連結子会社は1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 15～38年

機械装置及び運搬具 ４～８年

　 ② 無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

　② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額法により費用

処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　(5) 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び国内連結子会社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収

益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用しており、顧客と

の契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点

（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　①電線・ケーブル事業

電線・ケーブル事業においては、主にインフラ向け、産業用機械向け、ＦＡ向け電線の製造及び販売を行ってお

ります。

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金

額で収益を認識しております。なお、国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時ま

での期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

　②電子材料事業

電子材料事業においては、主に電子機器向け電磁波シールドフィルム、導電性ペースト等、電子部品配線用の極

細電線の製造及び販売を行っております。

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金

額で収益を認識しております。なお、国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時ま

での期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
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　③その他事業

その他事業においては、主に漏水検知システム、侵入監視システム、医療用のセンサー等の製造及び販売や環境

分析サービスの提供を行っております。

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金

額で収益を認識しております。なお、国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時ま

での期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

　(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は、当該在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めておりま

す。

　(7) 重要なヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりです。

　（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

　商品先物取引 原材料

　 ③ ヘッジ方針

商品先物取引は、社内規程に基づき、原材料の価格変動リスクを回避するために行っております。

　 ④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、

両者の変動額等を基礎にして判断しております。

　(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

　(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　 グループ通算制度の適用

　 グループ通算制度を適用しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社の事業区分は、各事業本部、事業会社を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されておりま

す。報告セグメントの区分及び各報告セグメントに属する主要な製品等については、以下の通りであります。

報告セグメント 主要製品等

電線・ケーブル事業 裸線、ケーブル（電力用、光・通信用）、被覆線

電子材料事業 機能性フィルム、機能性ペースト、ボンディングワイヤ

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収

益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）

(単位：百万円)

報告セグメント

その他事業
（注１）

合計
調整額
（注２）

連結財務諸
表計上額
（注３）

電線・
ケーブル
事業

電子材料
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 40,400 17,247 57,648 2,213 59,861 － 59,861

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － 29 29 △29 －

計 40,400 17,247 57,648 2,243 59,891 △29 59,861

セグメント利益 750 2,705 3,456 139 3,596 △710 2,885

セグメント資産 32,475 12,409 44,884 1,869 46,753 11,900 58,654

その他の項目

減価償却費 868 786 1,655 141 1,796 183 1,980

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

982 1,401 2,384 91 2,475 115 2,590

（注）１．「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、センサー＆メディカル事業、

環境分析事業を含んでおります。

２．調整額は以下のとおりであります。

(1)セグメント利益の調整額△710百万円は、セグメント間取引消去12百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用723百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び

研究費用であります。

(2)セグメント資産の調整額11,900百万円には、本社管理部門に対する債権の相殺消去△2,266百万円、各報告

セグメントに配分していない全社資産14,167百万円が含まれております。全社資産は、報告セグメントに帰

属しない余資運用資金(現金及び短期貸付金)、長期投資資金(投資有価証券)、繰延税金資産及び管理・研究

部門(事務・基礎研究)等に係るものであります。

(3)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額115百万円は、本社建物及び管理・研究部門（事務・基礎

研究）等の設備投資であります。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

(単位：百万円)

報告セグメント

その他事業
（注１）

合計
調整額
（注２）

連結財務諸
表計上額
（注３）

電線・
ケーブル
事業

電子材料
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 43,975 15,064 59,039 2,436 61,476 － 61,476

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － 27 27 △27 －

計 43,975 15,064 59,039 2,463 61,503 △27 61,476

セグメント利益 768 1,463 2,232 161 2,394 △692 1,701

セグメント資産 34,834 11,686 46,521 1,957 48,478 9,979 58,457

その他の項目

減価償却費 839 814 1,653 164 1,818 174 1,993

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

934 644 1,578 93 1,671 30 1,702

（注）１．「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、センサー＆メディカル事業、

環境分析事業を含んでおります。

２．調整額は以下のとおりであります。

(1)セグメント利益の調整額△692百万円は、セグメント間取引消去12百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△705百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及

び研究費用であります。

(2)セグメント資産の調整額9,979百万円には、本社管理部門に対する債権の相殺消去△1,795百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社資産11,774百万円が含まれております。全社資産は、報告セグメントに帰属

しない余資運用資金(現金及び短期貸付金)、長期投資資金(投資有価証券)、繰延税金資産及び管理・研究部

門(事務・基礎研究)等に係るものであります。

(3)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額30百万円は、本社建物及び管理・研究部門（事務・基礎研

究）等の設備投資であります。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

　

前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 中国 韓国 その他アジア その他 合計

43,363 9,977 3,354 3,101 64 59,861

(注)１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

住電ＨＳＴケーブル株式会社 14,875 電線・ケーブル事業

当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

　

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 中国 韓国 その他アジア その他 合計

46,281 8,839 3,033 3,262 59 61,476

(注)１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

住電ＨＳＴケーブル株式会社 15,591 電線・ケーブル事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　

前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　

前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　

前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

１株当たり純資産額 779.68円 １株当たり純資産額 775.04円

１株当たり当期純利益 37.72円 １株当たり当期純利益 15.67円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

連結貸借対照表の純資産の部の
合計額

48,169百万円

純資産の部の合計額から
控除する金額

―百万円

普通株式に係る純資産額 48,169百万円

普通株式の期末株式数 61,781千株

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

連結貸借対照表の純資産の部の
合計額

47,882百万円

純資産の部の合計額から
控除する金額

―百万円

普通株式に係る純資産額 47,882百万円

普通株式の期末株式数 61,780千株

２ １株当たり当期純利益

連結損益計算書上の親会社株主
に帰属する当期純利益

2,330百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る親会社株主に
帰属する当期純利益

2,330百万円

普通株式の期中平均株式数 61,781千株

２ １株当たり当期純利益

連結損益計算書上の親会社株主
に帰属する当期純利益

967百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る親会社株主に
帰属する当期純利益

967百万円

普通株式の期中平均株式数 61,781千株

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　


